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タッフィング（海外子会社従業員に占める PCN の割合、PCN 比率）に与える影響を探っ





ー（dual pressure）に直面する（Prahalad and Doz, 1987; Rosenzweig and Singh, 1991; 
















として台頭しつつある（Björkman et al., 2007: Brouthers, 2002; Delios and Beamish, 
1999; Delios and Henisz, 2000）。制度（institutions）とは、社会におけるゲームのルー
ル、あるいは人の相互作用を規定する人為的に作られた制約と定義される（North, 1990）。
制度理論の中心的な主張は、組織は社会学的要因からの影響を受けるということである
（DiMaggio and Powell, 1983; Scott, 1995）。組織は、自らが組み込まれている社会にお
いて妥当と思われているプラクティスを採択することで、その社会における正当性
（legitimacy）を得ようとする（Cheng and Yu, 2008）。社会的に妥当だと思われている
プラクティスの採択は、組織に社会的な承認と信頼を与え、その結果として組織に正当性
が与えられる。組織は社会において存続し成功するために正当性を求めるが、その結果と
して、組織プラクティスの同質化が起こる（Chan, Makino, and Isobe, 2006; DiMaggio 
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and Powell, 1983; Scott, 1995; Yiu and Makino, 2002）。組織の正当性追求活動の帰結と
して、同一環境に属する組織のプラクティスは同型化するというのが、制度理論の中心的
な主張である（DiMaggio and Powell, 1983; Kostova and Roth, 2002）。 















がある（DiMaggio and Powell, 1983）。組織は、どのようなプラクティスが効率性や有効
性を改善するのか、事前に十分に分かっていないことが多い（Chan et al., 2006; Meyer 
and Zucker, 1989）。このような不確実性の中で、組織は他の組織が採択したプラクティス














and Ghoshal, 1998; Prahalad and Doz, 1987; Rosenzweig and Singh, 1991）。このよう
に、多国籍企業は現地環境への適合を促すプレッシャーと、海外子会社のネットワーク内
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ーンとして組織内に組み込まれる（Nelson and Winter, 1982）。海外子会社のマネジメン
トにおける成功経験は、多国籍企業のマネージャーの認識システムに組み込まれ、それが
組織のルーティーンあるいは組織内で妥当だと認識される（taken-for-granted）プラクテ
ィスを作り出す（Björkman et al., 2007; Nelson and Winter, 1982）。多国籍企業は、ルー
ティーンあるいは組織内で妥当だと認識されるプラクティスを海外子会社のマネジメント
において繰り返し適用すると考えられる（Nelson and Winter, 1982; Rosenzweig and 
Singh, 1991）。多国籍企業内には過去の意思決定から乖離しないように要求する規範的プ
レッシャーが存在しうるが、組織のルーティーンと一貫した決定をすることでマネージャ










はホスト国で広く行われているプラクティスを採択しようとする（Chan et al., 2006; Xia, 
Tan, and Tan, 2008）。他企業の行動を模倣することで、外国企業はホスト国において制度





（Chan et al., 2006; Guillén, 2002; Xia et al., 2008）。このような模倣は、必ずしも最大
の効率と効果を保証するものではないが、不確実性のもとで少なくとも多国籍企業が正当
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あると認識されるようになる（Björkman et al., 2007）。このように企業には過去に繰り返
した行動や決定を正当化していく傾向があり、多国籍企業の海外子会社に関する意思決定




築していく（Davis, Desai, and Francis, 2000; Zucker, 1983）。 
ホスト国の環境的不確実性のために、多国籍企業はどのようなスタッフィングがパフォ
ーマンスを改善するのかが分からず、それゆえ多国籍企業に対する模倣を促す制度的プレ



















値観に直面する（Kostova and Zaheer, 1999; Yiu and Makino, 2002）。ホスト国において
正当性を持つプレーヤーとして認められるために、外国企業は現地の規範に従う必要があ
る（Davis et al., 2000）。多国籍企業は現地の社会的な期待を取り入れ、ホスト国での正
当性を得ようとするが、ホスト国に関する情報が不十分なためにどれがホスト国における
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る不確実性は時間の経過とともに変化しうる（Delios and Henisz, 2000; Slangen and 
Hennart, 2008; Sousa and Bradley, 2006）。外国での経営経験を蓄積することにより、多
国籍企業はどのように不確実な環境の下で事業活動を行うのかを学習していく（Dow and 
Larimo, 2009）。ここでは、国際経験を、特定のホスト国に言及せずに、多国籍企業の本
国以外での事業活動の経験と定義する（Slangen and Hennart, 2008）。多様な環境の下で
の国際経験は、外部環境の違いに対処し、不慣れな環境の中で事業活動をマネジメントす
るケイパビリティを企業に与える（Chang, 1995; Cho and Padmanabhan, 2005; Delios 
and Beamish, 2001; Dow and Larimo, 2009）。経験的学習（experiential learning）を通
して得たケイパビリティは新しいホスト国で活用され、外国企業が現地の特異性を理解し、




























向が強いと言われている（Bartlett and Yoshihara, 1988; Beamish and Inkpen, 1998; 
Belderbos and Heijltjes; 2005; Kopp, 1994; Legewie, 2002）。先行研究でも、日本企業が





総覧（2008 年）』の CD-ROM 版を用いた。『海外進出企業総覧（2008 年）』は、製造業お
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のプレーヤーは当該海外子会社の正当性を、同様の性質を持つ他の海外子会社と比較して
判断すると思われるので、本研究では、同一ホスト国で同一業界に従事する日本企業の海





2 つの国の間の公式的及び非公式的制度の相違の程度と定義される（Ando forthcoming, Gaur 
and Lu 2007, Kostova and Zaheer 1999, Xu and Shenkar 2002）。制度の発展の程度を測
定するために多くの指標が開発されてきたが、それらのほとんどは、World Competitiveness 
Yearbook、Euromoney による Country Risk Ratings、International Country Risk Guide
などのデータ・ソースを用いて算出されている。本研究では、非常に包括的であることか
ら World Bank の Governance Indicators を用いて制度距離を算出した（Kaufmann, 
Kraay, and Mastruzzi, 2005）。Governance Indicators は、31 の機関によって構築された
37のデータ・ソースから取り出された数百の変数に基づいている（Kaufmann et al., 2005）。
結果として、Governance Indicators は最も幅広く制度に関する事項を含んだ指標となっ
ている（Dikova, 2009）。Kaufmann et al. (2005) は、6 つの制度の次元を見出した。そ
れは、発言権と説明責任（Voice and accountability、政治的権利、公民権、人権）、政治
















会社経営に関する様々な事項の意思決定に影響しうる（Dikova, 2009; Dow and Larimo, 
2009）。日本とホスト国の間の文化距離は、Hofstede (2001) によって見出された 4 つの
文化の次元のスコアを用い、Kogut and Singh (1988) によって示された方法で算出した。 
 
 
CD j =  
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CDj は、ホスト国ｊと日本の間の文化距離、Cij はｉ番目の文化次元のホスト国ｊのス

























れた海外子会社では、平均で従業員の 9.6％が PCN であった。親会社は、平均で海外子会
社の株式の 88％を所有し、海外子会社の 73％が完全子会社であった（日本企業が 95％以
上の株式を所有している海外子会社を完全子会社とした）。海外子会社の年齢の平均値は
14.6 であり、従業員数の平均値は 261 であった。親会社が従事する業界は、電子及び電気
機器が 30.4％、機械が 20.1％、化学が 11.8％、自動車が 9.5％、精密機器が 4.3％であっ
た。表１の相関係数は全体的に低く、最も高いのは、同一カテゴリーに属する日本企業の
PCN 比率と海外子会社の規模との相関係数であった（r = .496, p<.05）。相関行列から、
多重共線性の問題は深刻でないと判断される。潜在的な多重共線性の問題をさらに検証す
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は最小 2 乗法よりもトービット・モデルが選好される（Delios and Henisz, 2000）。本研
究の従属変数は 0.0 と 1.0 で切断されているので、Double-censored Tobit model を用いた。 
 
















*** p<.001 ** p<.01 * p<.05 
 
 
表 2 は、トービット回帰分析の結果を示している。モデル 1 は、コントロール変数のみ
を含んでいる。モデル 2 は、モデル 1 に 2 つの変数、すなわち各多国籍企業の海外子会社
の平均PCN比率と当該多国籍企業と同一カテゴリーに属する日本企業の平均PCN比率を
加えた。この 2 変数と制度距離との交互作用は、モデル 3 で加えられ、国際経験との交互
作用はモデル 4 で加えられた。各モデルのχ2 値は有意（p<.001）であり、説明力は十分
である。仮説 1 は、当該海外子会社の PCN 比率が当該日本企業の平均 PCN 比率（規範的
  平均 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
 1  海外子会社のＰＣＮ比率 0.10 0.17
 2  多国籍企業のＰＣＮ比率 0.08 0.06 0.392 *
 3  同一カテゴリーのＰＣＮ比率 0.11 0.11 0.596 * 0.223 *
 4  制度距離 0.82 0.60 -0.184 * -0.079 * -0.334 *
 5  国際経験 5.77 0.68 -0.104 * -0.282 * -0.017 0.053 *
 6  文化距離 2.83 0.92 0.027 0.072 * 0.013 0.119 * -0.019
 7  所有比率 88.00 22.25 0.206 * 0.104 * 0.235 * -0.227 * -0.085 * 0.016
 8  研究開発指向 3.44 1.98 -0.034 -0.100 * 0.000 -0.036 0.197 * -0.014 0.056 *
 9  多角化による海外進出 0.60 0.49 0.298 * 0.118 * 0.485 * -0.268 * 0.052 * -0.021 0.226 * 0.081 *
10 海外売上比率 41.54 18.07 -0.065 * -0.124 * 0.012 -0.106 * 0.177 * -0.054 * 0.116 * 0.220 * 0.152 *
11 海外子会社の規模 4.37 1.79 -0.573 * -0.274 * -0.496 * 0.303 * 0.192 * 0.017 -0.191 * 0.017 -0.474 * 0.061 *
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4
　　　　　b 　　　　S.E. 　　　　　b 　　　　S.E. 　　　　　b 　　　　S.E. 　　　　　b 　　　　S.E.
多国籍企業のＰＣＮ比率 0.722 *** 0.053 0.958 *** 0.081 1.020 * 0.435













制度距離 0.003 0.006 0.023 *** 0.005 0.057 *** 0.009 0.023 *** 0.005
国際経験 0.008 0.005 0.017 *** 0.005 0.017 *** 0.005 0.039 *** 0.009
文化距離 0.008 * 0.004 0.002 0.003 0.002 0.003 0.002 0.003
所有比率 0.001 *** 0.000 0.001 *** 0.000 0.001 *** 0.000 0.001 *** 0.000
研究開発指向 -0.003 0.002 -0.001 0.002 -0.001 0.002 -0.001 0.002
多角化による海外進出 0.008 0.008 -0.043 *** 0.008 -0.040 *** 0.008 -0.044 *** 0.008
海外売上比率 -0.001 * 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
海外子会社の規模 -0.051 *** 0.002 -0.033 *** 0.002 -0.033 *** 0.002 -0.033 *** 0.002
業界ダミー１ -0.026 * 0.013 -0.034 ** 0.011 -0.032 ** 0.011 -0.036 *** 0.011
業界ダミー２ -0.033 ** 0.011 -0.022 * 0.009 -0.020 * 0.009 -0.026 ** 0.009
業界ダミー３ -0.006 0.011 -0.003 0.009 -0.002 0.009 -0.006 0.009
業界ダミー４ 0.016 0.013 0.026 * 0.012 0.025 * 0.012 0.023 * 0.012
業界ダミー５ -0.038 * 0.019 -0.009 0.016 -0.009 0.016 -0.011 0.016
定数 0.174 0.037 -0.047 0.034 -0.076 * 0.034 -0.174 *** 0.051
Log likelihood 560.809 867.705 877.666 876.527
Chi square 684.40 *** 1298.20 *** 1318.12 *** 1315.84 ***
n 1998 1998 1998 1998
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な PCN 比率）に正相関することを予想している。モデル 2 に示された結果から、当該日
本企業の平均 PCN 比率が、当該海外子会社の PCN 比率に有意な正の影響を与えているこ
とが分かる（p<.001）。これゆえ、仮説 1 はサポートされた。モデル 2 はまた、当該海外
子会社の PCN 比率と同一業界、同一ホスト国に属する他の日本企業の PCN 比率が正相関
することを予想する仮説 3 を検定している。結果から、同一ホスト国で同一業界に従事し
ている日本企業の平均 PCN 比率が、当該海外子会社の PCN 比率に有意な正の影響を与え
ていることが分かる（p<.001）。これゆえ、仮説 2 はサポートされた。Log-likelihood ratio 
test も有意であり、2 つの変数をモデル 2 に追加したことで、モデル 1 と比較して説明力
が有意に増加したことが示された。 
モデル 3 は、環境的不確実性（制度距離）のモデレーション効果を予想する仮説 2 及び
4 を検定する。モデル 3 は、制度距離と各多国籍企業の海外子会社の平均 PCN 比率との
交差項が負の符号を持ち有意であることを示している（p<.001）。また、Log-likelihood 
ratio test からは、モデル 2 に比較してモデル・フィットが有意に増加することが示され
た。交差項の係数が負の符号を持つことは仮説 2 の予想とは逆の結果である。モデル 3 か
ら、当該海外子会社の PCN 比率と当該日本企業の平均 PCN 比率との正の相関関係が、制
度距離が大きいときに弱まることが示された。モデル 3 は仮説 4 の検定も行っているが、
結果から制度距離と同一ホスト国で同一業界に従事している日本企業の平均 PCN 比率と
の交差項は有意でないことが示された。それゆえ、仮説 4 はサポートされなかった。 
モデル 4 は、国際経験のモデレーション効果を予想する仮説 5 及び 6 を検定する。モデ
ル 4 の結果から、国際経験と当該日本企業の平均 PCN 比率との交差項は有意ではなかっ
た。それゆえ、内的な制度プレッシャーと当該海外子会社の PCN 比率との正の相関関係
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用理論（Bonache Pérez and Pla-Barber, 2005）、コントロール及びコーディネーション・
パースペクティブ（Delios and Björkman, 2000）、ラーニング・パースペクティブ
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